
公営企業金融公庫廃止後の新たな仕組みの
(制度設計骨子案)について

公営企業金融公庫廃止後の新たな仕組みについては､地方分権も踏ま
え､国が担ってきた仕組みから､地方が主体的に担う仕組みに移行させ
ることを基本とし､地方公共団体は共同して､資金調達のための新組紘
を自ら設立するとされています｡
つきましては､地方六団体として制度設計骨子案を別紙のとおりとり
まとめましたので､下記の趣旨をご理解いただき､この骨子案を十分踏
まえて制度設計を行っていただくようお願いいたします｡

記

1 ｢国から地方へ｣という地方分権改革の趣旨に沿って､地方自治体
がその自立と責任のもとに担うべく､地方が共同して主体的 .自律的
に運営する新たな組織を設置し､地方自治体の必要とする長期 .低利
の資金ニーズに的確に対応する仕組みを構築すること0

2 新組織は､地方が主体的かつ責任を持って設立 .運営できるように､
全地方自治体のための地方共同法人として､特別法に基づき設立する
こと｡

3 新組織が市場の信認を得て､低利の資金を安定的に調達する仕組み
を構築するため､地方自治体の負担により形成された現在の公庫の財
務基盤 (債券借換損失引当金､公営企業健全化基金等)の全額を承継
することO
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(別紙)

公営企業金融公庫廃止後の新たな仕組みについて

く 制 度 設 計 骨 子 案 )

地方六団体

基本的な考え方

地方債市場をとりまく環境が大きく変化するなど,地方自治体が一層

の自立を求められる時代にあって,住民生活に不可欠な社会資本整備に

要する長期 Ⅰ低利の資金を安定的に確保するため,個々の地方自治体に

よる市場からの資金調達を補完する仕組みは一層重要となるo

このため,これまで政府資金や国の機関である公営企業金融公庫 (以

下 ｢公庫｣という｡)が担ってきたこうした機能を,｢国から地方へ｣
という地方分権改革の趣旨に沿って,地方自治体がその自立と責任のも

とに担うべく,地方が共同して主体的,自律的に運営する新たな組織を

設置 し,地方自治体の必要とする長期 ･低利の資金ニーズに的確に対応

する仕組みを構築するものであるO

以下,制度設計の骨子を示す｡

1 法人形態

･ 新組織は,地方が主体的かつ責任を持って設立 ･運営できるよう

に,全地方自治体のための地方共同法人として,特別法に基づき設

立する｡

･ 新組織は.都道府県知事,都道府県議会の議長,市長,市議会の

議長,町村長及び町村議会の議長の全国的連合組織がそれぞれ推薦

する者が発起人となって設立する｡

2 名 称

新組織の名称は,地方自治体金融機構 (仮称)(以下 ｢機構｣とい

うo)とする｡

3 機構の機能,役割

機構は,個々の地方自治体が市場で調達困難な長期 .低利の資金の

提供及び個々の調達に比 して有利な資金の提供等の機能を担う｡

また,資金調達力の弱い地方自治体の資金調達の円滑化や,各地方

自治体の資金調達手段の多様化等にも資するものとする｡
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4 出資その他の財務基盤

機構が全地方自治体のための資金調達機関として,市場の信認を得

て,低利の資金を安定的に調達するためには,確固たる財務基盤を確

立する必要がある｡

(1)出資金
(丑 出資者

地方が主体的かつ責任を持って設立 .運営することを明確にす

るため,全地方自治体が出資する｡

② 出資金 (出資総額)

組織の運営基盤,市場からの信認を確保するために必要な額と

するO(現行の 166億円を目途としつつ.現下の厳 しい地方財

政状況も踏まえ,具体的な出資鐘については引き続き地方六団体

において検討し,合意を得た額とする｡)

(2)財務基盤

機構が全地方自治体のための組織として,その機能を十分に果た

していくため,地方自治体の負担により形成された現在の公庫の財

務基盤 (債券借換損失引当金,公営企業健全化基金等)の全額を承

継する｡

また,機構が持続的,安定的に市場から資金調達を行い,地方自

治体に長期 ･低利の資金を供給 していくことを,引き続き可能とす

るための仕組みを設けることとするO

(3)税制上の措置

機構は.専 ら地方自治体のための資金調達等を行っていく組織で

あることから.法人税等の非課税対象とする｡

5 組織構成等

(1)組織構成

組織構成 (役員,合議制の機関等)は,地方が主体的かつ責任を

持って設立 .運営できるようにするO

① 代表者委員会

･都道府県,市町村を代表するものとして,都道府県知事,

市長及び町村長の全国的連合組織が各 1名選任 (委員長は

委員の互選)する｡

･決定事項 定款,業務規程,事業計画,予算 ･決算,役員

選任,その他
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② 役員 (理事長 ･理事)

･ 理事長 :新しい組織の執行部門の責任者 (法人の代表)と

する｡

代表者委員会が選任する｡

･ 理 事 :若干名

理事長が選任 し,代表者委員会が承認する｡

③ 職員

暮 市場の動向や地方自治体のキーズに的確に対応する必要が

あることから,金融や地方財政の専門知識を持つ者などか

ら構成する｡

･ 地方自治体からの職員派遣をはじめ,円滑な移行 ･業務

遂行の観点から所要の職員を適切に確保するO

④ 監事

･ 機構の業務を監査するD

･ 代表者委員会が選任する｡

⑤ 会計監査人 (仮称)

･ 監事監査に加え,会計監査人 (仮称)(公認会計士又は

監査法人)の監査を実施する｡

･ 代表者委員会が選任するo

⑥ 経営規律委員会 (仮称)

･ 外部有識者により構成する｡

･ 機構の事業計画,予算等,経営の重要事項について審議す

るとともに,その他機構の経営の健全性を確保するために

必要な事項について,代表者委員会又は理事長に意見する

ことができる｡

･ 地方六団体が選任する｡

(2)組織の効率性 ▲透明性,経営規律の確保

･ 機構は,事務の効率化等を図り-簡素な組織とする｡

･ 機構においては,監事の業務監査に加え,適切な会計基準に基

づく経営情報の開示や監査法人による監査等を行う｡(上記 (1)

の⑤)

･ 地方自治体が機構の運営主体であり,かつ資金の借 り手ともな

ることに伴うモラルハザー ド等の懸念が十分払拭されるよう,外

部有識者によるチェック機関 (上記 (1)の⑥)等の仕組みによ

り,経営規律の確保を図る0
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(3)国の関与

地方が主体的かつ責任を持って設立 ･運営する組織として,国の

関与は法制度の整備に伴う必要最小限のものに限定する｡

6 業務内容等

腰旦旦塾左皇畳屋蚕調達困難を互選二塵塑旦星型 鮎星型L重し圭と旦茎
務とする O
(1)貸付対象団体

全地方自治体

(2)貸付対象事業

監星皇星に杢地 削こ要▲生る長期.∵低利の畳まを安
定的に確保するため,個々の地方自治体による市場からの資金調達

を補完するという基本的な考え方に立って ,貸付対象分野は地方

造昼旦三二星を塵茎去⊥｣創動三おいて汲蓋施

(3)資金調達の手法

･ 債券発行による資金調達を基本としつつ,金融市場,金融技術

を活用した多様な資金調達を行うことにより,より長期 .低利の

資金を安定的に供給するO

･ 機構の債券の市場消化が円滑に行われるよう銀行等引受けを可

能とするなどの所要の措置を講ずる｡

(4)貸付金利

現在の利下げの仕組みは継続 し,利下げ帽は,経営状況等を勘案

し,機構において決定する｡

(5)地方債計画への位置づけ等

･ 機構の貸付については,地方債協議制度の下で同意 ･許可のあ

る地方債を対象とし,公的資金として地方債計画に位置づける｡

･ 機構の貸付規模については,地方債計画との適切な調整を図り

つつ,地方自治体の要望等を踏まえ,機構において決定するもの

とする｡

(6)地方自治体の資金調達に係る環境整備等

･ 機構は,新たな地方のニーズ等を踏まえた個々の地方自治体の

資金調達の環境整備について検討 し,実施する｡
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暮 機構は,資金調達力の弱い地方自治体の資金調達に配慮するも

のとする｡

･ 機構は,モラルハザー ドを惹起 しないよう地方自治体の財政規

律を考慮 した貸付を行う｡

7 信用補完措置等

(1)地方による信用補完措置

市場の信認を得て,低利での資金調達を可能とするためには,十

分な財務基盤の確保に加え,地方による信用補完措置の構築が極め

て重要である｡このため,以下のような措置を講ずることとし,さ

らに幅広い観点から検討を深めることが必要である｡

① 公庫から承継 した財務基盤等を活用し.流動性補完措置 (※ 1)

を講ずることとする｡

② 全地方自治体のために地方自ら設立する地方共同法人であるこ

とを踏まえ,機構の経営について地方自治体が共同して責任を負

うものとする｡

③ 必要な場合には地方自治体が機構の発行債券に保証を行うこと

ができるよう法的手当を行う (※2)こととし,そのあり方 .仕

組みについては,市場の評価等も踏まえつつ検討する｡

※ 1 流動性補完措置 債券の元利払いが期日どおり行われること (タイム

リ-ペイメント)を担保するために.支払いに備えて一定の流動性資産

を常時確保する等の措置

※ 2 法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律第 3条により,政府

･地方自治体は,法人の債務を保証することを一般的に禁止されている｡

このため.必要な場合には地方自治体が機構に保証ができるようにして

おくには,制限を解除するための手当が必要である｡

(2)政府保証等

(丑 政府保証債について

･ 過去の政府保証債については,機構移行後も政府保証を継続

する｡

･ 政府保証について,所要の経過措置を講ずるO

② 機構は,地方の長期 ･低利の資金確保に資するため.公庫と同

様の機能を果たし続ける必要があるので,公庫から承継する既往

の資産 ･負債と,機構の新たな貸付 ･資金調達に係る資産 ･負債

は一体的に管理する0
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公庫及び機構貸付対象事業の推移

○ 公営企業金融公庫設立時(昭和32年6月1日)捌
･水道事業 ･病院事業

･交通事業 ･市場事業

･電気事業 .と畜事業

･ガス事業 ･観光施設事業

･港湾整備事業

○ 昭和34年度淋
+ 地域開発のためにする土地の造成事業のうち､臨海工業用地その他の臨海部におけ

る土地の造成事業､内陸工業用地､流通業務団地及び住宅用地の造成事業その他土

地区画整備事業として行われる宅地造成事業

○ 昭和35年度搬
+ 工業用水事業

+ 公共下水道事業及び淀城下水道事業

○ 昭和42年度単 車
+ 有料道路事業

+ 駐車場事業

○ 昭和46年度海 率
+ 市街地再開発事業

○ 昭和47年度
+ 地方道路公社

+ 土地開発公社

○ 昭和52年度
+ 公営住宅事業

+ 産業廃棄物処理事業

○ 昭和53年度鱒
+ 臨時地方道整備事業

十 臨時河川等整備事業

+ 臨時高等学校整備事業

r
/

普通会計債

○ 地方公営企業等金融機構承継時(平成18年10月)
- 有料道路事業

一 宅地造成事業

一 市街地再開発事業

一 道路公社

- 土地開発公社



経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005(抄)
(平成17年6月21日)

第1章 日本経済の現状と今後の課題

2.r基本方針2005｣の課題

① ｢小さくて効率的な政府｣への取組

｢小さくて効率的な政府｣への道筋を確かなものにするために､これまで取り組ん

できた "官から民へ" "国から地方へ"の改革を徹底し､次の3つの流れを変える取組を行う｡また､財政構造改革により､資

金の流れを "官から民へ"変える｡

第1は､資金の流れを変えることである｡郵政民営化､政策金融改革を着実に進め､あわせて､政府の "バランスシー トの総

点検" (政府の資産 .債務管理の強化)を行うことで､資金の流れを官から矧 二大きく_変えを0

第2章 r小さくて効率的な政府｣のための3つの変革

2.仕事の流れを変える

(l)国から地方への改革

①平成18年度から実施する地方債の協議制度の円滑な移行を図り､地方債の信用維持のため財政状況の悪化している地方公

共団体に対して早期是正のための措置を講じつつ､地方の自主性 ･自己責任の強化を図る｡その際､その趣旨を踏まえつつ､坐

規模団体等の資金確保に配慮する｡また､基準財政需要額に対する地方債元利償還金の後年度算入措置を各事業の性格に応じて

見直すD

郵政民営化法 (抄)
(平成17年10月21日法律第97号)

(地方公共団体への配慮)

第百八十二条 国は､郵政民営化に伴い借入れ又は地方債の発行による地方公共団体の資金の調達に支障を生ずることのないよ

う適切な配慮をするものとする｡



簡素で効率的な政府を袈現するための行政改憲の推進に関する法律

(公営企業金融公庫の在り方)

第七条 公営企業金融公庫は､平成二十年度において､廃止するものとし､地方公共団体のための資金調達を公営企業金融公庫により

行う仕組みは､資本市場からの資金調達その他金融取引を活用して行う仕組みに移行させるものとする｡

(財政融資資金特別会計に係る見直し)

第三十八条 財政融資資金特別会計においてその運用に関する歳入歳出を経理される財政融資資金については､その規模を将来にお

いて適切に縮減されたものとするため､同特別会計の負担において発行される公債の発行租を着実に縮減するとともに､その償還の計

画を作成するもめとする｡

2 財政融資資金の地方公共団体に対する貸付けにつし埋 ま,第七条第一項の移行の状況を見極めつつ､段階的に絶滅するものとす

る｡

地方公営企業等金融機構汰

(業務の重点化等)

第三十条 第二十八条第二項第六号の政令で定める事業については､機構の業務が地方公共団体による資本市場からの資金調達を効

率的かつ効果的に補完するものであることにかんがみ､地方公共団体による資本市場からの長期かつ低利の資金の調達状況等を勘案

し､機構の業務の重点化を図る観点から､埋階的な縮減を堅量ものとする0

2 機構は､簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律(平成十八年法律第四十七号)第三十八条第二項の規

定による財政融資資金の地方公共団体tS対する貸付けの錦減に_併せて､__その地方債吸資金の貸付け及び地を債の応募について段階

的に適切な縮減を図るものとする｡



Ⅰ 地方公営企業等金融機構の概要について
一地方公営企業等金融機構の概要-

･地方公営企業等金融機構法

･地方公共団体に対して長期かつ低利の資金を融通

･地方公共団体の資本市場からの資金調達に関して支援を実施

→地方公共団体の財政の健全な運営及び住民の福祉の増進に寄与

･総 能 166億円

･出資者 全地方公共団体(都道府県､政令市､市町村)
地方公共団体別出資額及び割合(単位:億円)

･漉追 雄司

※出資韓の合計については､四捨五入のため､ .暮ヲ
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二!ri 機構(Jn}ガ∴ナンスの仕組みについて
-ガバナンスの全体像-

ぅ≡淵地方公共団体や外部からの監視により､責任あるガバナンスを確保

代表者会議
委員 ①地方三団体が選任する知事･市長･町村長

②地方三団体が選任する有識者

定数 6名(上記①の委員(3名)､上記②の委員(3名))

任期ニ3年
委員の任命

経営審議

委員会

委員:外部有識者

定数:6名

任期:2年

理事長の任命､解任

予算･事業計画､
中期計画等の届出

予算､事業計画､中期計画等の
重要事項の議決等

会計監査人

(公認会計士
又は監査法人)

定款変更認可

違法行為等の是正要求

2 壬言__



Ⅱ【 機構の業務について
一基本的な仕組み-

市場 資金調達∴

｢ M

極 頭 擁 纏 ※:l

公営競技(競馬､競輪､
オートレース､競艇)の

金 利変動準備金等

公営企業健全化基金

出資.経営参画

a

水道･下水道･交通
公営住宅･病院等

普通会計事業
〔地方道整備等】



1Ⅱ機構の業務について
一貸付業務(貸付対象)-

'貸付対象を重点化｡

業 >>

事業
道事業

事業
ビス事業

策事業
業

物処理事業
道整備事業
等整備事業
学校整備事業

書芸事業 ).

◎水道事業
◎交通事業
◎病院事業

◎下水道事
◎公営住宅
◎工業用水

◎電気事業
◎ガス事業
◎港湾整備
◎介護サー
⑳市場事業
◎と畜場事業
◎観光施設
◎馬主車場事
◎産業廃棄

◎臨時地方
◎臨時河川
⑳臨時高等

あ宥親藩嘘
⑳宅地造成

⑳市街地再

◎地方道路

◎土地開発

◎水道事業
◎交通事業
◎病院事業

◎下水道事業

⑳公営住宅事業
◎工業用水道事業
◎電気事業
◎ガス事業
◎港湾整備事業
◎介護サービス事業
◎市場事業
◎と畜場事業
◎観光施設事業
◎駐車場事業
◎産業廃棄物処理事業
⑳臨時地方道整備事業

◎臨時河川等整備事業
◎臨時高等学校整備事業

機

構

の
貸

付

対

象

事

業

4 妄言∴



W 機構の財務状況について
一財務基盤-

公営公庫から承継した金利変動準備金等概ね3.4兆円をはじめとする良好な

財務基盤を有し､これら厚い実質的な自己資本等により安定的な収支構造を確保

> 公庫の債券借換損失引当金等(約3.4兆円)を全額承継し､金利変動準備金等として積み立てることに

より､金利変動リスクに対応し､円滑な業務運営を行うための十分な財務基盤を確保

> 公営競技の収益金を原資とする公営企業健全化基金を全額(約0.9兆円)承継し､運用益等を用いて

貸付利率を軽減

地方公営企業等金融機構 出資166億円 地

j

J管理勘定 J

き洲 ぎ～ぎ !.;(既往の資産鳩務唐理を行う勘車I

5

公営企業金融公庫

公営企業健全化基金
概ね0.9兆円

債券借換損失引当金等

概ね3.4兆円

利差補てん引当金

概ね0.2兆円

出資金 166億円



Ⅴ 機膚の業務について
-資金調達業務･-

′~｢========

債券発行を中心に市場から資金調達 l
闇 雲 正 付 れ ~ 竺 望 竺 警 イ竿

臓 盛__垂 瀞 葦潤酢

毒 S繊毛 すき3m発幣でミミW を……幣弓,;をや洋等三.m j="vt:望溜…襲撃禦表 2.,至ききm3}W…ぎmぎ耕ぎ̂浮きWiぎ蔓亨等を野望号室駁畷芦珂ぎ鍔き軍輝男ぎ仰ぎ鞍-l
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地方債計画額 (当初)の推移 (資金別)
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地方債計画 (当初:,tにおける資金別構成比の推移

号墓守…雛i 榊 発言亨をi ラ≡ *;妻照 書損琵≦ま妻……貫今きく 章 汚…繋……ji妻妾ー～～どどui3≡!T.∫,…～≡
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(億円) 4 5 6 7 8
(年度)

9 10 11 12 13 14 15 16 16 17 18
(借換債除き)※

19 20

地方向け 187% 194% 202% 213% 257% 270% 255% 240% 246% 29.2% 341% 394% 425% 372% 34･3% 32･3% 29･2% 28･9%
財投シェア

※ 平成16年度計画線から平成7.8年度減税補てん債の借換分 (17.200億円)を除いた綴 (なお､平成17年度伸率は､平成16年度計画根との対比である｡)

ヨ



地方公共団体向け財政融資残高と地方債残高の推移

(鶴)

80

70

60

50

40

30

20

10

0

(年度) 54 55 56 57 58 59 60 6t 62 63 元 日2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 13 14 15 16 17 18
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(単位:億円)

区分 平成9年度 平成13年度 平成20年度
団体数 発行額 団体数 発行額 団体数 発行額

10年債 28 18,510 2B 17,940 37 25,750

5年債､7年債 15 4I300 26 ll,400

20年債 19 6,200

30年債 10 1,350

共同尭行 30 12,300

※外債を除く｡

E発行団体】北海道､宮城県､福島県､茨城県､栃木県､群馬県､埼玉県､千葉県､東京都､神奈
川県､新潟県､山梨県､長野県､岐阜県､静岡県､愛知県､京都府､大阪府､兵庫県､
島根県､岡山県､広島県､徳島県､福岡県､熊本県､大分県､鹿児島県､札幌市､仙
台市､さいたま市､千葉市､川崎市､横浜市､新潟市､静岡市､浜松市､名古屋市､京
都市､大阪市､堺市､神戸市､広島市､北九州市､福岡市

5



70.000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

H12 H13 H14 H15 H16 日17 H18 H旭込 H2⑳定

※平成20年度は平成20年3月6日時点の紐であり､大阪府の個別発行額は､4月-7月の暫定予凱

※外債を除く｡
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2006年以降の政府保証債暮公募地方債等の発行条件推移

~㊥-政府保証債 ~酔.一共同発行地方債 ~☆~東京都債 一米-A県債 一軒一国債利回り(右軸)

1.500

1.ODD

0500

2008年
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0.000



人ロー人当たりの税収額の指数(平成19年度決算見込)

地方柑:t 個人tLfi五二コ L _________準A 三型 ____二二ヨ
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最大/最小=3.1倍 最大/最小=3qO倍 最大/最小=6･6倍

39.5兆円 ll.9兆円 9-2兆円
※｢最大/最小｣は､各都道府県ごとの人口1人当たり税収輔の最大値を炭小値で割った数値である｡

(注l)地方税収計の税収額は､超過課税､法定外普通税及び法定外目的税を除いたものであるD

(注2)個人住民税の税収額は､個人道府県民税(均等割及び所得割)及び個人市町村民税(均等割及び所得割)の合計甑であり､泡過課税分を除く｡

(注3)法人二税の税収執 ま､法人道府県民税､法人市町村民税及び法人事業税の合計額であり.超過課税分を除く｡

(注4) 国定鍵塵税の税収額は､道府県分を含み､超過課税分を除く.

(注5)人口は､平成20年3月31日現在の住民基本台帳人口によるO

最大/最小:1.8倍 最大/最小:2.2倍

2.6兆円 8.7兆円



(平成19年度決算見込)

法人二税

地方消費税 濠 知 その他 .

た阪 ･養 如=: その他

牲) 1.倍は､平成19年度決降板の全国計におけるシェアであり､地方消費税清算後ベースである0

2.法人二税 ･地方消費税 ･地方税計は市区町村分を含み､超過課税及び法定外税を除いた値である｡

3.法人二税は法人住民税及び法人事業税の合計である0

4.人口は住民基本創痕人口 (平成20年3月31日時点)の全国計におけるシェアである｡

5.県内総生産は平成17年度の値である｡



一般会計債及び公営企業債に占める財政融資資金及び公営企業金融公庫資金の状況 (当初計画ベース)

E財政融資資金及び公営企業金融公庫資金】

(単位 :億円)

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 ~ 平成16年度

計画甑 財融公庫 シェア 計画額 財融公庫 シェア 計画額 財融公庫 シェア 計画甑 財融公庫 シェア 計画額 .財融公庫 シェア

-般会計債 103,743 50,054 48.2% 97,114 30,2111 31一1% 87,336 28,915 33.1% 82,947 26,739 32.2% 89,397 24,043 26.9%

公営企業債 52,504 42,602 81.1% 47,268 30,603 64.7% 39,665 26,461 66.7% 35,146 23,747 67.6% 34,044 20,491 60.2%

合計 156,247 92,656 59.3% 144,382 60,814 42.1% 127,001 55,376 43.6% 118,093 50,486 42.8% 123,441 44,534 36.1%

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

計画額 財融公庫 シェア 計画常 財融公庫 シェア 計画甑 財融公庫 シェア 計画額 財融公庫 シェア

一般会計債 83,108 23,474 28.2% 70,699 19,834 28.1% 63,184 18,751 29.7% 60,761 17,765 29.2%

公営企業債 32,170 19,714 61.3% 30,575 18,020 58.9% 27,724 17,659 63.7% 27,783 17,465 62.9%

合計 115,278 43,188 37.5% 101,274 37,854 37.4% 90,908 36,410 40.1% 88,544 35.230 39.8%



一般会計債及び公営企業債に占める財政融資資金の状況 (当初計画ベース)

【財政融資資金】

(単位 二億円)

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

計画額 財政融資資金 シェア 計画額 財政融資資金 シェア 計画額 財政融資資金 シェア 計画額 財政融資資金 シェア 計画甑 財政融資資金 シェア

一般会計債 103,743 44,661 43.0% 97,114 25,050 25.8% 87,336 24,159 27.7% 82,947 22,329 26.9% 89,397 19,956 22.3%

公営企業債 52,504 29,295 55.8% 47.268 16,764 35.5% 39,665 12,917 32.6% 35,146 ll,057 31.5% 34,044 9,538 28NO%

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

計革額 財政融資資金 シェア 計画額 財政融資資金 シェア 計画漁 財政融資資金 シェア 計画額 財政融資資金 シェア

一般会計債 83,108 19,882 23.9% 70.699 16,781 23.7% 63,184 15,901 25.2% 60,761 14,990 24,7%

公営企業債 32,170 9,976 31..0% 30,575 9,013 29.5% 27,724 9,009 32.5% 27,783 8,910 32.1%

注 平成12年度の数値については､政府資金の額である一,

2



一般会計債及び公営企業債に占める公営企業金融公庫資金の状況 (当初計画ベース)

【公営企業金融公庫資金】

(単位 :億円)

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

計画額 公営 公 庫資金 シェア 計画甑 公営公 庫資金 シェア 計画額 公営公庫資金 シェア 計画額 公営公庫資金 . シェア 計申額 公営公庫資金 シェア

-般会計債 103,743 5,393 5.2% 97,114 5,161 5.3% 87,336 4,756 5.4% 82,947 4,410 5.3% 89,397 4,087 4.6%

公営企業債 52,504 13,307 25.3% 47,268 13.839 29.3% 39.665 13,544 34.1% 35,146 12,690 36.1% 34,044 10,953 32.2%

合計 156,247 18,700 12.0% 144,382 19,000 13.2% 127,001 18,300 14.4% 118,093 17.100 14.5% 123,441 15,040 12.2%

-般会計債 83,108 3,592 4.3% 70,699 3,053 4.3% 63,184 2,850 4.5% 60,761 2,775 4.6%

公営企業債 32,170 9,738 30.3% 30,575 9,007 29.5% 27,724 8.650 31.2% 27,783 8,555 30.8%

注 平成20年度の数値については､公営企業金融公庫資金と地方公営企業等金融機構資金の合算敬である.
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財政投融資に関する基本問題検討会 最終報告

○ 今後の財政投融資の在り方について 最終報告 (抄)
(財政投融資に関する基本問題検討会 平成20年6月4日)

Ⅱ.今後の財政投融資の在り方について

4.地方公共団体への貸付けの在り方

(2)今後の地方公共団体への貸付けの在り方
地方公共団体への貸付けについては､今後とも､地方公共団体の資金調達能力及び資金使途に
着目した重点化の方向性を維持していく必要がある｡
また､ ｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣に基づく早期健全化措置 (アーリー ･
ウォーニング)等による､地方公共団体の自己規律による財政健全化の進展も踏まえつつ､地方
の財政規律の維持 ･向上を促すため､貸し手として､地方公共団体の財務状況を的確に把握し､
事業の採算性等をチェックすることが必要である｡
具体的には､今後以下のような取組みを図ることが必要と考えられる｡

① 地方公共団体に対する実地監査における監査手法の充実
平成20年度から､これまで中心であった適債性の非違事項の確認については簡素化を図る一
方､公営企業について､貸付金の償還確実性の確保を図る観点から､経営状況の実態把握及び
評価に努める｡また､これらの実態把握等を踏まえ､地方公共団体に対して､公営企業の経営
状況を改善するための取組みを含め､償還確実性の確保について報告を求めるなど､監査手法
の充実を図る｡



② 補償金免除繰上償還の審査と財政健全化計画等のフォローアップ
地方公共団体の厳しい財政事情等を踏まえ､平成19年度から21年度までの臨時特例の措置と

して､徹底した行政改革 工経営改革の実施等を条件に､財政融資資金の地方公共団体への貸付
金のうち高金利 (5%以上)のもの3.3兆円程度について､補償金を免除した繰上償還を実施す
る｡
平成19年12月には､当該措置を希望する地方公共団体が策定した財政健全化計画等について
､承認を行い (団体数1,419団体､財政健全化計画等の件数3,598件､繰上償還申請額3兆997億
円､補償金免除見込額5,500億円程度)､平成20年3月には､金利7%以上の財政融資資金の貸
付金について､補償金を免除した繰上償還を実施した｡ (団体数1,345団体､繰上償還額1兆
2,852億円､補償金免除相当額2,471億円)｡なお､金利6%以上7%未満の貸付金は平成21年3月

､金利5%以上6%未満の貸付金は平成22年3月に繰上償還を実施する｡
今後､5年間の財政健全化計画等の期間中､毎年度､計画の執行状況についてフォローアッ
プを行うことにより､計画の実行性を担保するとともに､地方公共団体の早期の財政健全化を
図る｡

③ 地方公共団体の財務状況把握の更なる充実 .活用
財務状況の把握については､導入から3年が経過したところであり､今後､その更なる充実
を検討した上で､分析の結果に基づき財務状況の厳しい地方公共団体に対する財務改善のため

のアドバイスを含め､その財務状況を早期に改善するために活用を図る｡

なお､こうした財務状況把握の充実 ･活用を含め､地方公共団体に対する財政融資の在り方
について検討を深めていくため､本年6月､本検討会に ｢地方公共団体向け財政融資に関する
ワーキングチーム｣を設けたところであり､本ワーキングチームにおいて更に議論を行うこと
としている｡



地 方 公 共 団 体 の 10月債 の発 行 状 況

団体 当初発行予定窺 対国債スプレッド(bp) 見直しの有無 見直しの内容

北海道 5年債200億円 58.2

千葉県 10年債200億円 12.7

東京都 20年債200億円 20年債 200嘩円 .10年債 300億円の発
10年債300億円 行を延期o

神奈川県 10年債200億円 13.0

山梨県 10年債 100億円 13.0

岐阜県 10年債200億円 13,0

静岡県 10年債200億円5年債 100億円 12.7i ll.5 i 壬

愛知県 5年債200億円 5年債200億円の発行を延期○

福岡県 10年債 100億円 13.0

熊本県 10年債200億円 13.0

大分県 10年債 100億円 13.0

鹿児島県 5年債 100億円I 13.2i l l

札幌市 10年債 100億円 19.0

川崎市 20年債 100億円 室 黒 木 寿賀f;=ぎ …20年債 100億円の発行を延期o

大阪市 30年債 (額未定)20年債 (縫未定)5年債 100億円 ･30年債 ~(績未定) .20年債 (額未定) .｣5年債100億円の発行を11月以降に行う○

薫き∴ 溝幾 ≡

※ 対国債スプレッドは償還月差考慮後のもの｡




